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令 和 ３ 年 ４ 月 ２ ６ 日 

修正 ：令和３年 ５月 ３１日 

電力・ガス取引監視等委員会 
 

ガス取引の状況（令和３年１月分） 
 

【主な指標】 

 

○ガス販売量  全体   ４２．６億ｍ３ 

   （家庭用  １４．０億ｍ３） 

○新規小売シェア 全体 

    ガス販売量ベース １５．７％ 

（前年同月比＋０．８ポイント） 

    契約件数ベース １４．７％ 

（前年同月比＋２．９ポイント） 

   家庭用 

    ガス販売量ベース １２．３％ 

（前年同月比＋２．３ポイント） 

    契約件数ベース １４．９％ 

（前年同月比＋２．９ポイント） 

 

 

 電力・ガス取引監視等委員会では、ガス小売事業者（旧簡易ガス事業者等を除く。

以下同じ。）、一般ガス導管事業者等よりガス取引の監視に必要な情報の収集を定

期的に行っており、今般令和３年１月分のガス販売量等の実績を公表します。 
 

※１ 令和３年３月３１日時点における報告を集計。今後、事業者から修正の申請等があった場合、

随時訂正する予定。 

※２ 本報告では、旧簡易ガス形態のガス小売事業者（旧ガス事業法第２条第１４項の事業を行

う事業者及びＬＰストレート供給形態のガス小売事業者を含む）を対象から除外している。 

※３ ガス取引報では、集計において事業者の過度の負担を避けるため、ガス販売量、販売額に

ついてN－１月の検針日翌日から N月検針日までの実績をN月分として計上することを認め

ている。したがって、大宗の企業は検針日までの実績を報告しているため、実際の N 月需要

に対する実績とは一致しない。 

※４ 契約件数等についても、ガス販売量等への対応と同様の理由から、調定件数（ガス料金の

請求書の発行枚数）での計上を認めている。調定件数は、ガス料金を請求した時点で計上さ

れるため、Ｎ月から契約を開始した場合、調定件数として計上されるのはＮ＋１月からとなり、

実際のＮ月需要に対する実績とは一致しない。 

 

 

（１）事業者数・供給区域数について 

ガス小売事業者数は２６１であり、このうち、旧一般ガスみなしガス小売事業者（以

下、「みなし小売」）は１９０事業者、それ以外の新規に登録したガス小売事業者（以下、
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「新規小売」）は７１事業者となった。 

また、家庭用に供給している又は供給を予定している事業者数は２２２、供給区域

数は２１２となっている。 

※５ みなし小売とは、電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第２２条第１項に規定され

た旧一般ガスみなしガス小売事業者を指す。 

 

【表１】ガス小売事業者数及び家庭向け供給区域数（令和３年１月） 

みなし小売 新規小売

北海道 17 8 9 10 9 0

東北 38 33 5 34 35 0

関東 114 81 33 103 96 5

中部・北陸 29 11 18 24 11 1

近畿 37 17 20 31 18 2

中国・四国 17 13 4 13 14 0

九州・沖縄 37 27 10 30 29 1

その他 3 0 3 0 0 0

全国計 261 190 71 222 212 9

地域
家庭用 家庭用

指定旧
供給区域

総数

事業者数 供給区域数

 
 
※６ 家庭用とは、一般家庭用向けにガス小売販売を行う事業者を指す。 

※７ 指定旧供給区域とは、電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第２２条第１項に規定

された経過措置料金規制が課されている供給区域を指す。 

※８ その他には、地域を跨がる供給区域を有している事業者を分類した。 

※９ 複数の地域でガス小売事業を行っている事業者が存在しているため、地域毎の事業者数の

合計と全国計の数値は一致しない。 

 

（２）ガス販売量について 

①需要種・エリア別販売量 

ガス小売事業者の総販売量は４２．６億ｍ３であり、需要種別の内訳及び総販売量

に占める割合は、家庭用１４．０億ｍ３（３２．８％）、商業用４．０億ｍ３（９．３％）、工業

用２１．２億ｍ３（４９．８％）、その他用３．４億ｍ３（８．１％）となった。 

 
※１０ 事業者から報告された熱量単位（ＭＪ）の量を、標準熱量４５ＭＪにて換算した数値を示し

ている。 

※１１ 家庭用とは、一般家庭用向けに販売した量を指す。 

※１２ 商業用とは、旅館、百貨店、オフィスビル、劇場、娯楽場等向けに販売した量を指す。 

※１３ 工業用とは、原料、素材の製造及び加工等の用途向けに販売した量を指す。 

※１４ その他用とは、商業用、工業用に当たらない官公庁、学校、大公使館、試験研究機関、病

院等向けに販売した量を指す。 
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【表２】ガス小売事業者のガス販売量（需要種・エリア別）（令和３年１月） 

家庭用 商業用 工業用 その他用 地域計 家庭用 商業用 工業用 その他用 地域計

北海道 53,550 31,826 16,154 25,014 126,544 42.3% 25.2% 12.8% 19.8% 100.0%

東北 27,184 10,469 55,298 14,778 107,728 25.2% 9.7% 51.3% 13.7% 100.0%

関東 727,016 215,696 1,090,838 160,361 2,193,910 33.1% 9.8% 49.7% 7.3% 100.0%

中部・北陸 136,688 31,906 258,554 38,335 465,483 29.4% 6.9% 55.5% 8.2% 100.0%

近畿 363,052 80,605 471,015 71,246 985,918 36.8% 8.2% 47.8% 7.2% 100.0%

中国・四国 36,440 10,400 84,028 14,869 145,737 25.0% 7.1% 57.7% 10.2% 100.0%

九州・沖縄 53,873 15,640 50,797 18,691 139,000 38.8% 11.3% 36.5% 13.4% 100.0%

その他 0 141 95,220 0 95,360 0.0% 0.1% 99.9% 0.0% 100.0%

全国計 1,397,803 396,682 2,121,902 343,294 4,259,681 32.8% 9.3% 49.8% 8.1% 100.0%

地域
総販売量（千m3：標準熱量４５ＭＪ換算） 需要種別の販売量の割合

 
 

②新規小売の販売量 

 新規小売の販売量は６．７億ｍ３であり、ガス小売事業者の総販売量に占める割合

は１５．７％（前年同月比＋０．８ポイント）となった。このうち、需要種別販売量におけ

る新規小売の占める割合はそれぞれ家庭用１２．３％（前年同月比＋２．３ポイント）、

商業用６．８％（前年同月比＋１．０ポイント）、工業用２０．６％（前年同月比△０．３ポ

イント）、その他用９．５％（前年同月比＋０．８ポイント）となった。 
 

※１５ 新規小売には越境参入したみなし小売を含む。 

 

【表３】新規小売のガス販売量（需要種・エリア別）（令和３年１月） 

家庭用 商業用 工業用 その他用 地域計 家庭用 商業用 工業用 その他用 地域計

北海道 64 1 4,937 0 5,002 0.1% 0.0% 30.6% 0.0% 4.0%

東北 92 202 31,627 86 32,008 0.3% 1.9% 57.2% 0.6% 29.7%

関東 84,175 12,272 145,850 13,905 256,202 11.6% 5.7% 13.4% 8.7% 11.7%

中部・北陸 20,491 2,283 26,805 3,210 52,789 15.0% 7.2% 10.4% 8.4% 11.3%

近畿 62,235 11,136 119,800 13,642 206,812 17.1% 13.8% 25.4% 19.1% 21.0%

中国・四国 0 0 7,516 0 7,516 0.0% 0.0% 8.9% 0.0% 5.2%

九州・沖縄 4,413 768 6,197 1,775 13,153 8.2% 4.9% 12.2% 9.5% 9.5%

その他 0 141 95,220 0 95,360 - 100.0% 100.0% - 100.0%

全国計 171,470 26,802 437,952 32,619 668,843 12.3% 6.8% 20.6% 9.5% 15.7%

地域
新規小売の販売量（千m3：標準熱量４５ＭＪ換算） 総販売量における新規小売の販売量の割合

 
 
③指定旧供給区域の販売量 
 指定旧供給区域での総販売量は２８．７億ｍ３となった。内訳は、家庭用１０．６億 

ｍ３、商業用２．８億ｍ３、工業用１３．１億ｍ３、その他用２．１億ｍ３となった。 

 指定旧供給区域の総販売量における規制料金の占める割合は１５．６％（前年同月

比△１．７ポイント）となった。需要種別にみると家庭用３７．１％（前年同月比△３．２

ポイント）、商業用１２．６％（前年同月比△２．３ポイント）、工業用０．１％（前年同月

比±０．０ポイント）、その他用８．１％（前年同月比△０．６ポイント）となった。 
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【表４】指定旧供給区域における販売量（需要種・料金種別）（令和３年１月） 

家庭用 商業用 工業用 その他用 料金別計 家庭用 商業用 工業用 その他用 料金別計

規制料金 393,642 35,818 1,857 17,107 448,425 37.1% 12.6% 0.1% 8.1% 15.6%

自由料金 668,705 249,022 1,307,976 194,358 2,420,062 62.9% 87.4% 99.9% 91.9% 84.4%

合計 1,062,347 284,841 1,309,834 211,465 2,868,487 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

指定旧供給区域における販売量

（千m3：標準熱量４５ＭＪ換算）料金種
指定旧供給区域における料金種別販売量の割合

 
 

（３）販売額について 

①需要種・エリア別販売額 

ガス小売事業者の総販売額は２，９７１億円であり、需要種別の内訳及び総販売

額に占める割合は、家庭用１，６４３億円（５５．３％）、商業用２７１億円（９．１％）、工

業用８３９億円（２８．２％）、その他用２１８億円（７．３％）となった。 

 

【表５】ガス小売事業者のガス販売額（需要種・エリア別）（令和３年１月） 

家庭用 商業用 工業用 その他用 地域計 家庭用 商業用 工業用 その他用 地域計

北海道 4,809 1,827 815 1,555 9,005 53.4% 20.3% 9.0% 17.3% 100.0%

東北 4,018 1,013 2,523 1,202 8,756 45.9% 11.6% 28.8% 13.7% 100.0%

関東 82,439 14,107 43,492 9,800 149,838 55.0% 9.4% 29.0% 6.5% 100.0%

中部・北陸 16,913 2,281 10,065 2,519 31,778 53.2% 7.2% 31.7% 7.9% 100.0%

近畿 40,507 5,403 17,104 4,106 67,121 60.3% 8.1% 25.5% 6.1% 100.0%

中国・四国 6,266 985 3,939 1,211 12,400 50.5% 7.9% 31.8% 9.8% 100.0%

九州・沖縄 9,343 1,432 2,352 1,439 14,566 64.1% 9.8% 16.1% 9.9% 100.0%

その他 0 7 3,625 0 3,632 0.0% 0.2% 99.8% 0.0% 100.0%

全国計 164,295 27,055 83,915 21,831 297,097 55.3% 9.1% 28.2% 7.3% 100.0%

地域
総販売額（百万円） 需要別の販売額の割合

 
 

②新規小売の販売額 

新規小売の販売額は４１２億円であり、ガス小売事業者の総販売額に占める割合

は１３．９％（前年同月比＋１．４ポイント）となった。このうち、需要種別販売額におけ

る新規小売の占める割合はそれぞれ家庭用１２．４％（前年同月比＋２．５ポイント）、

商業用７．８％（前年同月比＋１．６ポイント）、工業用２０．５％（前年同月比＋０．４ポ

イント）、その他用７．１％（前年同月比＋０．６ポイント）となった。 

 

【表６】新規小売のガス販売額（需要種別）（令和３年１月） 

家庭用 商業用 工業用 その他用 合計 家庭用 商業用 工業用 その他用 合計

全国計 20,375 2,106 17,162 1,553 41,195 12.4% 7.8% 20.5% 7.1% 13.9%

新規小売の販売額（百万円） 総販売額における新規小売の販売額の割合

 
 

③指定旧供給区域の販売額 

 指定旧供給区域での販売額は１，９７９億円となった。内訳は、家庭用１，１８２億円、

商業用１８２億円、工業用４９４億円、その他用１２１億円となった。 

 指定旧供給区域の総販売額における規制料金の占める割合は２７．７％（前年同月

比△０．４ポイント）となった。需要種別にみると家庭用４１．７％（前年同月比△２．８

ポイント）、商業用２０．４％（前年同月比△１．５ポイント）、工業用０．４％（前年同月



                       

 

 
5 

 

比±０．０ポイント）、その他用１３．３％（前年同月比＋０．２ポイント）となった。 

 

【表７】指定旧供給区域における販売額（需要種・料金種別）（令和３年１月） 

家庭用 商業用 工業用 その他用 料金別計 家庭用 商業用 工業用 その他用 料金別計

規制料金 49,296 3,717 184 1,611 54,809 41.7% 20.4% 0.4% 13.3% 27.7%

自由料金 68,906 14,485 49,211 10,494 143,096 58.3% 79.6% 99.6% 86.7% 72.3%

合計 118,202 18,203 49,395 12,105 197,905 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

料金種
指定旧供給区域における販売額（百万円） 指定旧供給区域における料金種別販売額の割合

 
 

（４）契約件数について 

①需要種・エリア別契約件数 

ガス小売事業者の総契約件数は２，７５７．５万件であり、需要種別の内訳及び需

要種別毎の割合は、家庭用２，６３６．１万件（９５．６％）、商業用９４．４万件（３．

４％）、工業用４．０万件（０．１％）、その他用２３．０万件（０．８％）となった。 

 
※１６ 契約件数とは、小売託送供給の対象となる件数（一般ガス導管事業者の自社小売部門に

よる小売供給件数を含む。なお、他のガス小売事業者への卸供給や自家使用分は含まな

い。）を指す。そのため、例えば同一需要家に対する複数の需要地への供給について、契

約書や料金請求を一本化して行っている場合についても、複数の契約件数として計上して

いる。 

 

【表８】ガス小売事業者の契約件数（需要種・エリア別）（令和３年１月） 

家庭用 商業用 工業用 その他用 地域計 家庭用 商業用 工業用 その他用 地域計

北海道 701,643 36,876 875 9,116 748,510 93.7% 4.9% 0.1% 1.2% 100.0%

東北 668,998 35,607 472 10,081 715,158 93.5% 5.0% 0.1% 1.4% 100.0%

関東 13,694,240 480,879 19,411 111,983 14,306,513 95.7% 3.4% 0.1% 0.8% 100.0%

中部・北陸 2,490,043 64,404 4,167 24,885 2,583,499 96.4% 2.5% 0.2% 1.0% 100.0%

近畿 6,415,380 228,764 12,931 45,327 6,702,402 95.7% 3.4% 0.2% 0.7% 100.0%

中国・四国 948,161 40,482 800 11,868 1,001,311 94.7% 4.0% 0.1% 1.2% 100.0%

九州・沖縄 1,442,237 56,910 1,294 16,919 1,517,360 95.0% 3.8% 0.1% 1.1% 100.0%

その他 0 1 47 0 48 0.0% 2.1% 97.9% 0.0% 100.0%

全国計 26,360,702 943,923 39,997 230,179 27,574,801 95.6% 3.4% 0.1% 0.8% 100.0%

地域
総契約件数（件） 需要別の契約件数の割合

 
 

②新規小売の契約件数 

新規小売の契約件数は４０６．７万件であり、ガス小売事業者の総契約件数に占め

る割合は１４．７％（前年同月比＋２．９ポイント）となった。このうち、需要種別契約件

数における新規小売の占める割合はそれぞれ家庭用１４．９％（前年同月比＋２．９

ポイント）、商業用１４．４％（前年同月比＋３．０ポイント）、工業用７．９％（前年同月

比＋１．３ポイント）、その他用４．４％（前年同月比＋１．３ポイント）となった。 
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【表９】新規小売の契約件数（需要種・エリア別）（令和３年１月） 

家庭用 商業用 工業用 その他用 地域計 家庭用 商業用 工業用 その他用 地域計

北海道 2,460 18 22 2 2,502 0.4% 0.0% 2.5% 0.0% 0.3%

東北 4,472 223 17 119 4,831 0.7% 0.6% 3.6% 1.2% 0.7%

関東 1,967,694 46,653 308 1,374 2,016,029 14.4% 9.7% 1.6% 1.2% 14.1%

中部・北陸 374,995 15,327 549 747 391,618 15.1% 23.8% 13.2% 3.0% 15.2%

近畿 1,447,051 72,715 2,168 7,623 1,529,557 22.6% 31.8% 16.8% 16.8% 22.8%

中国・四国 0 0 6 0 6 0.0% 0.0% 0.8% 0.0% 0.0%

九州・沖縄 121,218 969 60 304 122,551 8.4% 1.7% 4.6% 1.8% 8.1%

その他 0 1 47 0 48 - 100.0% 100.0% - 100.0%

全国計 3,917,890 135,906 3,177 10,169 4,067,142 14.9% 14.4% 7.9% 4.4% 14.7%

地域
新規小売の契約件数（件） 総契約件数における新規小売の契約件数の割合

 
 

③指定旧供給区域の契約件数 
 指定旧供給区域での契約件数は２，０２２．３万件となった。内訳は、家庭用１，９４

０．３万件、商業用６４．９万件、工業用３．０万件、その他用１４．１万件となった。 

指定旧供給区域の総契約件数における規制料金の占める割合は５０．９％（前年

同月比△３．６ポイント）となった。需要種別にみると家庭用５０．５％（前年同月比△３．

６ポイント）、商業用６１．６％（前年同月比△３．８ポイント）、工業用５４．２％（前年同

月比△１．９ポイント）、その他用６３．１％（前年同月比△１．７ポイント）となった。 

 

【表１０】指定旧供給区域における契約件数（需要種・料金種別）（令和３年１月） 

家庭用 商業用 工業用 その他用 料金別計 家庭用 商業用 工業用 その他用 料金別計

規制料金 9,791,894 399,943 16,313 88,955 10,297,105 50.5% 61.6% 54.2% 63.1% 50.9%

自由料金 9,610,995 249,364 13,790 51,935 9,926,084 49.5% 38.4% 45.8% 36.9% 49.1%

合計 19,402,889 649,307 30,103 140,890 20,223,189 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

料金種
指定旧供給区域における契約件数（件） 指定旧供給区域における料金種別契約件数の割合

 
 

（５）契約変更件数について 

①契約変更件数（エリア別） 

 月間の契約変更件数は６．５万件となっており、内訳はみなし小売から新規小売へ

の契約変更が５．１万件、新規小売からみなし小売への契約変更が１．３万件となっ

た。 
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【表１１】月間契約変更件数（エリア別）（令和３年１月） 

変更前

変更後 みなし小売 新規小売
一般ガス

導管事業者
新規小売

一般ガス
導管事業者

みなし小売 新規小売

北海道 0 0 0 0 0 0 0 0

東北 0 0 0 0 0 0 0 0

関東 0 1 0 28,133 0 7,013 11 35,158

中部・北陸 0 0 0 6,152 0 2,152 70 8,374

近畿 0 0 0 14,648 0 3,465 669 18,782

中国・四国 0 0 0 0 0 0 0 0

九州・沖縄 0 0 0 2,244 0 319 0 2,563

全国計 0 1 0 51,177 0 12,949 750 64,877

月間の契約変更件数（件）

一般ガス導管事業者 みなし小売 新規小売

合計

 
 
②家庭用契約変更件数（エリア別） 

 家庭用の月間契約変更件数は６．０万件であり、家庭用契約件数に占める割合は０．

２％（前月比±０．０ポイント）となった。 

 

【表１２】家庭用における月間契約変更件数（エリア別）（令和３年１月） 

みなし小売 新規小売 合計 みなし小売 新規小売 合計 みなし小売 新規小売 合計

北海道 0 914 914 0.0% 1.5% 1.5% 0.0% 0.1% 0.1%

東北 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

関東 6,906 23,176 30,082 11.5% 38.6% 50.1% 0.1% 0.2% 0.2%

中部・北陸 2,633 6,062 8,695 4.4% 10.1% 14.5% 0.1% 0.2% 0.3%

近畿 3,103 14,683 17,786 5.2% 24.5% 29.6% 0.0% 0.2% 0.3%

中国・四国 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

九州・沖縄 304 2,254 2,558 0.5% 3.8% 4.3% 0.0% 0.2% 0.2%

その他 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% - - -

全国計 12,946 47,089 60,035 21.6% 78.4% 100.0% 0.0% 0.2% 0.2%

地域
契約変更件数（件） エリア別契約変更件数の割合

家庭用契約件数における
契約変更件数の割合

家庭用

 
 

※１７ エリア別契約件数の割合とは、各種の契約変更件数を全国の総契約変更件数で除した数

値を指す。 

※１８ 家庭用契約件数における契約変更件数の割合とは、各種の契約変更件数を表８で示した

家庭用の総契約件数（全国計）で除した数値を指す。 

 

③指定旧供給区域内における契約変更件数（自社内変更を含む） 

 指定旧供給区域内の月間契約変更件数は６．１万件であり、内訳は家庭用が５．８

万件、商業用２，９０９件、工業用６３件、その他用２２９件となった。 

指定旧供給区域の総契約件数における月間契約変更件数の占める割合は０．

４％であり、需要種別にみると家庭用０．４％、商業用０．５％、工業用０．３％、その

他用０．２％となった。なお、家庭用の内訳は、自社内での契約変更の割合（規制料

金から自由料金）が０．１％、他小売へ離脱した割合（規制料金から自由料金）が０．

３％となった。 
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【表１３】指定旧供給区域内における月間契約変更件数（令和３年１月） 

種別 離脱 受入 離脱 受入

変更前 規制料金 自由料金 規制料金 自由料金 規制料金 自由料金 規制料金 自由料金

変更後 自由料金 規制料金 自由料金 規制料金 自由料金 規制料金 自由料金 規制料金

家庭用 17,775 166 34,797 5,033 57,771 0.1% 0.0% 0.3% 0.0% 0.4%

商業用 691 241 1,745 232 2,909 0.1% 0.0% 0.3% 0.0% 0.5%

工業用 9 6 45 3 63 0.0% 0.0% 0.2% 0.0% 0.3%

その他用 88 9 126 6 229 0.1% 0.0% 0.1% 0.0% 0.2%

全国計 18,563 422 36,713 5,274 60,972 0.1% 0.0% 0.3% 0.0% 0.4%

合計

月間スイッチング率

自社内変更自社内変更

合計

月間の契約変更件数（件）

 

 

※１９ 月間スイッチング率とは、各需要種の月間契約変更件数を平成２９年４月時点における各

需要種の規制料金の契約件数で除した数値を指す。平成２９年４月時点における各需要

種の規制料金の契約件数は平成２９年４月分ガス取引報結果表１０を参照。 

 

 指定旧供給区域内の累積契約変更件数４４１．９万件であり、内訳は家庭用が４２０．

２万件、商業用１８．３万件、工業用０．６万件、その他用２．８万件となった。 

指定旧供給区域の総契約件数における累積契約変更件数の占める割合は３０．

３％であり、需要種別にみると家庭用３０．３％、商業用３２．２％、工業用２５．１％、

その他用２４．７％となった。なお、家庭用の内訳は、自社内での契約変更の割合（規

制料金から自由料金）が１０．７％、他小売へ離脱した割合（規制料金から自由料金）

が１８．６％となった。 

 

【表１４】指定旧供給区域内における累積契約変更件数（令和３年１月） 

種別 離脱 受入 離脱 受入

変更前 規制料金 自由料金 規制料金 自由料金 規制料金 自由料金 規制料金 自由料金

変更後 自由料金 規制料金 自由料金 規制料金 自由料金 規制料金 自由料金 規制料金

家庭用 1,487,235 8,203 2,574,417 132,087 4,201,942 10.7% 0.1% 18.6% 1.0% 30.3%

商業用 96,191 4,727 79,375 2,395 182,688 17.0% 0.8% 14.0% 0.4% 32.2%

工業用 3,679 286 2,179 60 6,204 14.9% 1.2% 8.8% 0.2% 25.1%

その他用 18,518 424 8,630 145 27,717 16.5% 0.4% 7.7% 0.1% 24.7%

全国計 1,605,623 13,640 2,664,601 134,687 4,418,551 11.0% 0.1% 18.3% 0.9% 30.3%

累積の契約変更件数（件） 累積スイッチング率

自社内変更

合計

自社内変更

合計

 

 

※２０ 累積スイッチング率とは、各需要種の平成２９年４月から当月までの累積契約変更件数を

平成２９年４月時点における各需要種の規制料金の契約件数で除した数値を指す。平成２９

年４月時点における各需要種の規制料金の契約件数は平成２９年４月分ガス取引報結果表

１０を参照。 
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